
 

 

産前産後期間の保険料軽減措置実施要領 

 

1 目的 

組合員の世帯に出産する予定の被保険者又は出産した被保険者（以下「出産被保険者」と

いう。）がある場合において、組合員の経済的負担軽減を図るため、厚生労働省通知に基

づき、産前産後期間における国民健康保険料（以下「保険料」という。）の軽減を行うことを

目的とする。 

 

2 適用日     

令和 5年 4月 1日から適用する。 

 

3 出産被保険者 

出産被保険者は、組合員及び組合員の同一世帯の家族とする。 

 

4 軽減する保険料 

(1) 軽減する保険料は、医療給付費分、後期高齢者支援金分、介護納付金分の総額とする。 

(2) 出産した被保険者の保険料のみとし、同一世帯の家族の保険料は含まない。 

(例)組合員の家族が出産した場合 6,800円+後期 4,600円+（介護 5,300円） 

 

5 保険料軽減の範囲 

（1）出産の予定日（出産後に届出を行う場合には出産日）が属する月（以下「出産予定月」

という。）の前月から、出産の予定日が属する月の翌々月の計 4 か月分の保険料を軽減

する。 

（2）多胎妊娠・出産の場合は、出産予定月の 3 か月前から 6 か月間（産前 3 か月産後 3 か

月）を軽減する。 

（3）保険料軽減措置における出産は、妊娠 85日以上の分娩とし、死産、流産（人工妊娠中

絶を含む。）及び早産の場合も対象とする。 

 

（例 1）令和 5年 2月 1日出産の場合⇒令和 5年 4月分（1か月分）が軽減対象 

                    適用 

R5.1月分 
（出産） 

R5.2月分 
R5.3月分 R5.4月分 R5.5月分 R5.6月分 

（例 2）令和 5年 4月 1日出産の場合⇒令和 5年 4月～6月（3か月分）が軽減対象 

        適用 

Ｒ5.3月分 
（出産） 

Ｒ5.4月分 
Ｒ5.5月分 Ｒ5.6月分 Ｒ5.7月分 

（例 3）令和 5年 5月 1日出産の場合⇒令和 5年 4月～7月（4か月分）が軽減対象 

適用 

Ｒ5.4月分 
（出産） 

Ｒ5.5月分 
Ｒ5.6月分 Ｒ5.7月分 Ｒ5.8月分 

 



 

 

 

6 保険料軽減の届出 

（1）組合員が別添「産前産後の保険料軽減措置届出書」により届け出る。 

（2）出産した被保険者と当該出産に係る子との身分関係、多胎妊娠の事実を明らかにする

ことができる書類（住民票等）を添付する。 

（3）出産予定日の 6か月前から届出が可能とする。 

 

7 保険料軽減の決定・変更 

（1）届出書等により出産が確認できたときは、保険料軽減を決定し、事業主及び組合員に

通知する。 

（2）本還付額通知書を送付後、①保険料軽減期間に被保険者が資格を喪失した場合②保険

料月額が年度またぎで変更となる場合は還付額が変更となるため、改めて支給日前に事業

主及び組合員に変更の旨を通知する。 

 

8 保険料軽減の方法 

（1）該当月の保険料を還付する。 

（2）保険料振替口座に軽減対象月が終了後、まとめて還付する。 

 

9 軽減決定の取消し・返還 

保険料軽減の決定を受けた者が偽りその他の不正な手段により軽減を受けたときは、当

該軽減決定を取り消し、還付した全額を返還させる。 

 


